　まず、幸参事官が現在の検討状況について以下の通り説明した。

(1) 対象産業の拡大については、12月の時にも申し上げたが、調査対象となる事業所の母集団を確定するまでに見直し内容が決まっていなければならず、本年の民調においては昨年と同様の産業を対象に調査することとし、来年に向け検討していく。

(2) 職種(役職)の定義は、係長について、公務において部下を有しない係長が増えている実態にあることも踏まえ、賃金構造基本統計調査に合わせて、本年の民調から部下要件を外すことにしいたい。

(3) 官民比較における対応関係は、民調設計とは直接関係がなく、民調とは切り離して検討を進め、然るべき時期に別途意見交換を行いたい。

　現行の「職種別民間給与実態調査」(人事院)と「賃金構造基本統計調査」(厚生労働省)の職種定義は以下の通りになっている。

	役　職
	職種別民間給与実態調査(人事院)
	賃金構造基本統計調査(厚労省)

	支店長
工場長
	構成員50人以上の支店・工場の長
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	部　長
	①構成員20人又は2課以上の部の長
②職責が上記に相当する部の長又はライン職ではない部長級専門職
	同　左

	部次長
	①部長に事故等があるときの職務代行者（部に1人）
②職責が上記に相当する部の次長又はライン職ではない部次長級専門職
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	課　長
	①構成員10人又は2係以上の課の長
②職責が上記に相当する課の長又はライン職ではない課長級専門職
	同　左

	課長代理
	①課長に事故等のある時の職務代行者（課に1人）
②課長に直属し、直属の部下に係長又は部下4人以上を有する課長代理
③職責が①②のいずれかに相当する課長代理又はライン職ではない課長代理級専門職
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	係　長
	①係長等の職名を有する者のうち、課長又は課長代理等（課がない場合は課長以上の者）に直属し、直属の部下を有する係の長
②職責が①に相当する係の長又はライン職ではない係長級専門職
	構成員の人数に関わらず通常「係長」と呼ばれている者

	主　任
	①係制のある事業所において主任の職名を有する者
②係制のない事業所において主任の職名を有する者のうち、課長代理以上に直属し、直属の部下を有する者
③職責が上記②に相当する主任の職名を有する者
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	係　員
	上司の指導、監督の下に定型的な業務を行う、いわゆる一般の事務員・技術者
	役職者以外の者


　参事官の説明を受けて、大塚副事務局長は、まず、民調等の見直しについて慎重な検討と公務員連絡会との十分な議論を求めた上で、当面の課題である係長の定義見直しについて、以下の通り質した。

(1) 係長の定義の見直しの背景として公務の実態についての言及はあったが、民間の実態はどうなっているのか。

(2) 係長の部下要件を外したとき、どのような影響が考えられるか。

(3) 課長代理では「直属の部下に係長又は部下４人以上を有する課長代理」、また主任の一部では「直属の部下を有する者」といった要件があるが、係長の部下要件を外すことで影響しないのか。

　これに対し、幸参事官は以下の通り回答した。

(1) 民間企業においては、スタッフ職の従業員が増えるなど組織のフラット化が進んできている実態にあり、そうした民間企業の人事・組織形態の変化に対応していくことも必要である。

(2) 係長の部下要件を外すことによる影響については、該当従業員数が増えることは間違いないが、だからといって給与水準が下がるかどうかは分からない、ある意味ニュートラルな見直しだ。

(3) 課長代理や主任については、①賃構においてはそういった役職区分と定義がなく、②課長代理においては課長の定義を「構成員10人又は２係以上の課の長」としていることとの関係、③主任において部下要件を課しているのは「係制のない事業所において課長代理以上に直属している」主任で、そうした主任は公務との対応関係では係長と比較させていることなどから、今回、現行の課長代理や主任の定義を見直すことは考えていない。

　これに対し大塚副事務局長は「係長の部下要件を外すという見直しについては、民間や公務の実態を踏まえ理解できないものではないが、いずれにしても、見直し、検討については慎重に進めるとともに、今後も、検討状況に応じて、われわれと十分な議論をお願いしたい」と再度求め、交渉を終えた。

以上

